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基準価額・純資産の推移 基準価額および純資産総額

分配の推移（１万口当り、税引前）

資産別組入比率

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※基準価額は信託報酬控除後のものです。税引前分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を再投資したものとして計算しております。なお、信託報酬率は「手続・手数料
等」の「ファンドの費用」をご覧ください。
※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。分配金は信託財産から支払いますので、基準価額が下がる要因となります。
収益分配金には普通分配金に対して所得税および地方税がかかります（個人受益者の場合）。
※ファンド騰落率は分配金（税引前）を再投資したものとして計算しており、実際の投資家利回りとは異なります。
※基準価額の前月末比は、決算日到来月に分配金支払実績がある場合、分配金込みで算出しています。
※当ファンドはベンチマークを定めていませんが、各マザーファンドのベンチマークを基準資産配分比率に基づき加重平均して算出したものを参考指数として掲載しており
ます。

運用実績 債券重視型（ゆめ計画30）

基準価額の騰落率（税引前分配金再投資）

現金、その他 5.0% 5.0%

国内債券 55.0% 54.4%

海外債券 10.0% 10.2%

基準資産配分比率 マザーファンド組入比率

海外株式 10.0% 10.1%

国内株式 20.0% 20.4%

2024 年 4 月 末 現 在
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純資産総額(右軸) 税引前分配金再投資基準価額(左軸)
基準価額(左軸) 参考指数(左軸)

基準価額

前月末比

純資産総額

15,594円

11億円

－ 50円

直近1年間累計 0円

第24期 2023年12月 0円

設定来累計額 0円

第22期 2021年12月 0円

第21期 2020年12月 0円

第23期 2022年12月 0円

第20期 2019年12月 0円

第19期 2018年12月 0円

第18期 2017年12月 0円

※対純資産総額比

参考指数 －0.5% 2.6% 8.6% 9.7% 14.0% 121.6%
ファンド －0.3% 2.3% 7.4% 7.7% 9.0% 55.9%

設定来1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年
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基準価額・純資産の推移 基準価額および純資産総額

分配の推移（１万口当り、税引前）

運用実績 標準型（ゆめ計画50）

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※基準価額は信託報酬控除後のものです。税引前分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を再投資したものとして計算しております。なお、信託報酬率は「手続・手数料
等」の「ファンドの費用」をご覧ください。
※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。分配金は信託財産から支払いますので、基準価額が下がる要因となります。
収益分配金には普通分配金に対して所得税および地方税がかかります（個人受益者の場合）。
※ファンド騰落率は分配金（税引前）を再投資したものとして計算しており、実際の投資家利回りとは異なります。
※基準価額の前月末比は、決算日到来月に分配金支払実績がある場合、分配金込みで算出しています。
※当ファンドはベンチマークを定めていませんが、各マザーファンドのベンチマークを基準資産配分比率に基づき加重平均して算出したものを参考指数として掲載しており
ます。

基準価額の騰落率（税引前分配金再投資）

185.4%参考指数 －0.2% 4.8% 13.5% 18.2% 27.9%
ファンド 0.0% 4.5% 12.2% 15.4% 20.2% 82.8%

設定来1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年

5.0%

海外債券 10.0% 10.1%

海外株式 20.0% 20.0%

国内債券 35.0% 34.4%

現金、その他 5.0%

国内株式 30.0% 30.5%

基準資産配分比率 マザーファンド組入比率

※対純資産総額比
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純資産総額(右軸) 税引前分配金再投資基準価額(左軸)
基準価額(左軸) 参考指数(左軸)

基準価額

前月末比

純資産総額
2円

13億円

18,282円

2024 年 4 月 末 現 在

資産別組入比率

設定来累計額 0円

直近1年間累計 0円

第24期 2023年12月 0円

第23期 2022年12月 0円

第22期 2021年12月 0円
第21期 2020年12月 0円

第20期 2019年12月 0円

第18期 2017年12月 0円

第19期 2018年12月 0円
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基準価額・純資産の推移 基準価額および純資産総額

分配の推移（１万口当り、税引前）

運用実績 株式重視型（ゆめ計画70）

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※基準価額は信託報酬控除後のものです。税引前分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を再投資したものとして計算しております。なお、信託報酬率は「手続・手数料
等」の「ファンドの費用」をご覧ください。
※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。分配金は信託財産から支払いますので、基準価額が下がる要因となります。
収益分配金には普通分配金に対して所得税および地方税がかかります（個人受益者の場合）。
※ファンド騰落率は分配金（税引前）を再投資したものとして計算しており、実際の投資家利回りとは異なります。
※基準価額の前月末比は、決算日到来月に分配金支払実績がある場合、分配金込みで算出しています。
※当ファンドはベンチマークを定めていませんが、各マザーファンドのベンチマークを基準資産配分比率に基づき加重平均して算出したものを参考指数として掲載しており
ます。

基準価額の騰落率（税引前分配金再投資）

参考指数 0.1% 6.9% 18.7% 27.2% 43.1% 254.5%
ファンド 0.4% 6.6% 17.2% 23.7% 32.4% 102.7%

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

現金、その他 5.0% 4.9%

10.1%海外債券 10.0%

国内債券 15.0% 14.7%

海外株式 30.0% 29.9%

国内株式 40.0%

基準資産配分比率 マザーファンド組入比率

40.4%

※対純資産総額比
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純資産総額(右軸) 税引前分配金再投資基準価額(左軸)
基準価額(左軸) 参考指数(左軸)

基準価額
前月末比

純資産総額 565百万円

20,266円
70円

設定来累計額 0円

直近1年間累計 0円

2021年12月 0円

第23期 2022年12月 0円

第24期 2023年12月 0円

第22期
第21期

第20期

第18期 2017年12月 0円

第19期 2018年12月 0円

2019年12月 0円

2020年12月 0円

2024 年 4 月 末 現 在

資産別組入比率
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基準価額の推移 騰落率

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※上記のグラフは設定時を100として、指数化したものです。
※ファンド騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
※ベンチマークはＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）としています。ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）の指数値および同指数にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ
総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利・ノウハ
ウおよび同指数にかかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、同指数の指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を
負いません。

組入上位10銘柄 組入上位10業種

※対組入株式評価額比
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2000/1/14 2006/2/9 2012/3/7 2018/4/3 2024/4/29
（設定時）

ベンチマーク
基準価額

設定来 109.0% 157.6%

28.7% 36.4%

23.1%

8.6%

3年 51.4% 55.5%

6ヵ月 17.7%

1年

ベンチマーク

－0.9%

ファンド

3ヵ月 7.2%

1ヵ月 0.6%

国内株式（ニッセイ国内株式マザーファンド）

1

2

3
4

5

6

7

8

9

10 三菱電機 2.2%

ニデック 2.2%

花王 2.4%

日本電信電話 2.9%

日立製作所 2.9%

三菱商事 3.0%

三井住友フィナンシャルグループ 2.7%

ソニーグループ

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ

3.3%

銘柄 比率

3.4%

トヨタ自動車 4.5% 1

2

3
4
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10 医薬品 3.7%

5.0%

小売業 4.9%

陸運業

6.0%

銀行業 7.2%

卸売業 6.9%

サービス業

情報・通信業

化学 8.5%
7.9%

業種 比率

電気機器 17.7%

輸送用機器 10.3%

※対組入株式評価額比

2024 年 4 月 末 現 在

マ ザ ー フ ァ ン ド の 状 況
※ニッセイ／パトナム・海外株式マザーファンドおよびニッセイ／パトナム・海外債券マザーファンドは、ファンドの運用委託先であるザ・パトナム・アドバイザリー・カ
ンパニー・エルエルシーのデータに基づき、現地月末営業日を基準に作成しています（一部データを除きます）。



ニッセイ／パトナム・グローバルバランスオープン マ ン ス リ ー レ ポ ー ト

本資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。 5 / 15

2024 年 4 月 末 現 在

当月の市況動向

ファンドの状況

今後の見通しと運用方針

　当月の国内株式市場は下落しました。
　3月の堅調な米雇用統計や日銀の金融政策現状維持などが好感され一時的に株価が上昇する局面もありましたが、中
東情勢の緊迫化や米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）高官の利下げに対し慎重な発言などが意識されたことや、これまで
相場上昇をけん引してきた半導体関連株の調整などにより、株価は下落しました。日経平均株価の月末終値は
38,405.66円（前月末比－1,963.78円）となりました。
　東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の月末終値は2,743.17ポイント（前月末比－25.45ポイント）、ＪＰＸ日経インデッ
クス400の月末終値は24,932.44ポイント（前月末比－114.81ポイント）となりました。

　当月は、商品価格の引き上げによって収益性の改善が期待できることや、買い替えサイクルを考慮すると今後売り上
げのモメンタム（勢い）が正常化すると予想されるものの、株価が割安となっているジンズホールディングス（小売
業）等の買い入れを行いました。一方で、資本市場の活況でリテール事業が堅調であることに加え、投資銀行部門も復
調していることから好調な決算となったが、自己資本利益率（ＲＯＥ）のさらなる改善と再現性への確信度は高くな
く、株価上昇により割高となった野村ホールディングス（証券、商品先物取引業）等を売却しました。

　今後の見通しとしては、これまでの株価上昇により高水準となったバリュエーション（企業の利益・資産など、本来
の企業価値と比較して、相対的な株価の割高・割安を判断する指標）、中東情勢緊迫化などの地政学リスクの高まり、
米国におけるインフレ再加速による金融引き締めの長期化といったリスク要因から、上値が重い展開も見込まれます。
ただし、製造業サイクルの循環的な反転に伴うグローバル経済の回復や大幅な賃上げを背景とした堅調な国内消費の環
境に加え、東京証券取引所による低ＰＢＲ（株価純資産倍率）企業に対する改善要請を受けた日本企業のガバナンス改
革の進展や株主還元強化など、株式市場にとってのプラス材料があります。また、企業業績は増益基調が維持される見
通しであることや、少額投資非課税制度（ＮＩＳＡ）の投資枠拡大といった日本特有の追い風も、株式市場のサポート
要因として期待できます。
　個別銘柄では、ＲＯＥ改善により注目が集まる環境が継続すると想定していますが、株主還元だけでなく本業を含め
た各社の企業価値の変化にも注目したいと考えています。今後も徹底した調査・分析に基づき、中期的にファンダメン
タルズ（基礎的条件）の変化が見込める割安な銘柄を中心に組み入れていく方針を継続します。特に、個別に成長分野
を持つ銘柄を着実に組み入れる一方、企業価値と比べて株価の上昇が出遅れている銘柄の変化の兆しに着目していく方
針です。
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組入上位10銘柄

組入上位10ヵ国

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※上記のグラフは設定時を100として、指数化したものです。
※ファンド騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
※ベンチマークはＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）としています。ＭＳＣＩコクサイ・インデックスは、ＭＳＣＩ Ｉｎｃ．が公表している指数
です。同指数に関する著作権、知的財産権、その他一切の権利はＭＳＣＩ Ｉｎｃ．に帰属します。また、ＭＳＣＩ Ｉｎｃ．は同指数の内容を変更する権利および公表を停
止する権利を有しています。

基準価額の推移 騰落率

海外株式（ニッセイ／パトナム・海外株式マザーファンド）
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10 情報技術 2.0%セールスフォース アメリカ

2.3%

インガソール・ランド アメリカ 資本財・サービス 2.2%

ビザ アメリカ 金融

コンステレーション・エナジー アメリカ 公益事業

2.5%

ウォルマート アメリカ 生活必需品 3.0%

ヘルスケア 3.1%ボストン・サイエンティフィック アメリカ

アマゾン・ドット・コム アメリカ 一般消費財・サービス

マイクロソフト アメリカ 情報技術

銘柄 国・地域

4.7%

3.9%

アップル アメリカ 情報技術 4.8%

エヌビディア アメリカ 情報技術 4.7%

業種 比率

1

2

3

4

5 カナダ 2.3%

デンマーク 2.7%

フランス 3.9%

アメリカ 83.1%

イギリス 4.3%

国・地域 比率

6

7

8

9

10

0.5%

－

－ －

－

スイス

オランダ 1.8%

ドイツ 1.3%

国・地域 比率

※国・地域はニッセイアセットマネジメントの分類によるものです。
※業種はＧＩＣＳ分類（セクター）によるものです。なお、ＧＩＣＳに関する知的財産所有権はＳ&ＰおよびＭＳＣＩ Ｉｎｃ.に帰属します。
※対組入株式等評価額比

※国・地域はパトナム社の分類によるものです。
※対組入株式等評価額比

2024 年 4 月 末 現 在

46.9% 41.5%

3年 64.1% 71.9%

設定来

6ヵ月 34.2% 28.7%

3ヵ月 12.9%

422.4% 498.4%

1.3%

10.6%

ファンド

1ヵ月 0.8%

ベンチマーク

1年
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当月の市況動向

ファンドの状況

今後の見通しと運用方針

2024 年 4 月 末 現 在

　当月の世界株式市場は、米利下げ観測の後退や中東情勢の緊迫化などから、下落しました。
　下旬までは、米国で堅調なマクロ経済指標の発表が相次ぎインフレ懸念が再燃したことから米利下げ観測が後退した
ことや、イランとイスラエルの対立激化など中東情勢が一層緊迫化したことによる原油価格などの上昇も嫌気されまし
た。また、大手半導体関連企業の業績発表から半導体需要への期待を巡る一服感が台頭し、これまでの上昇を支えてき
た銘柄を中心に利益確定とみられる動きが目立ち、下落する展開となりました。
　下旬以降は、本格化した企業の業績発表はまちまちの結果となる中で一進一退の動きとなるも、中東情勢の緊迫化へ
の過度な懸念後退や中国の金融市場支援策などもあり、やや持ち直す動きとなりました。

　当月の運用については、ベンチマークに比べてヘルスケア、情報技術セクター等を重視し、コミュニケーション・
サービス、エネルギーセクター等には慎重なスタンスとしました。

　米国経済が想定以上に堅調であることから、成長率が潜在成長率を上回りインフレ率が高止まりする「ノーランディ
ング（無着陸）」となる様相も呈してきており、「ノーランディング」はハードランディング（急激な変化で状態を悪
化させながら次の局面に移行すること）となるリスクも内包していることから神経質な展開が予想され、金融市場はか
じ取りが難しい外部環境になっています。人工知能（ＡＩ）を主軸とした産業革命への期待の高まりは世界の株式市場
を下支えすると見込まれますが、引き続き金融市場におけるセンチメント（市場心理）の振れ幅が大きくなりやすいこ
とが予想され、過度な楽観には特に注意が必要と判断しており、株式のバリュエーションに留意しつつ、個々の企業業
績を中心としたファンダメンタルズに着目した物色やセクターローテーション（景気の局面ごとに有望な業種別銘柄群
に投資対象を切り替えていく戦略）の激しい動きが続く可能性が想定されます。
　今後の運用については、セクター別では、ベンチマークに比べてヘルスケア、情報技術セクター等を重視し、コミュ
ニケーション・サービス、エネルギーセクター等には慎重なスタンスとします。
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ポートフォリオ情報 債券種別構成比率

※対組入債券評価額比

国内債券（ニッセイ国内債券マザーファンド）

80

100

120

140

160

180

2000/1/14 2006/2/9 2012/3/7 2018/4/3 2024/4/29
（設定時）

ベンチマーク
基準価額

基準価額の推移 騰落率

※1

※2

平均最終利回り 0.80%

平均修正デュレーション 9.06年

日本国債

その他 －

100.0%

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※上記のグラフは設定時を100として、指数化したものです。
※ファンド騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
※ベンチマークはＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ 国債としています。ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ 国債とは、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社が公表してい
る指数で、その知的財産は同社に帰属します。なお、同社は、当ファンドの運用成果等に関し、一切責任を負いません。

当月の市況動向

2024 年 4 月 末 現 在

設定来 37.4% 34.8%

－6.7%

1年 －3.6% －3.9%

6ヵ月 0.8% 0.8%

3年 －5.7%

－0.9% －1.0%

－1.2%1ヵ月 －1.1%

ファンド ベンチマーク

3ヵ月

※1 ｢最終利回り｣＝満期までの保有を前提とすると、債券の購入日から償還日まで
に入ってくる受取利息や償還差損益(額面と購入価額の差)等の合計額が投資元
本に対して１年当りどれくらいになるかを表す指標です。

※2 ｢デュレーション｣＝債券投資におけるリスク度合いを表す指標の一つで、金利
変動に対する債券価格の反応の大きさ（リスクの大きさ）を表し、デュレー
ションが長いほど債券価格の反応は大きくなります。

　前月末を0.73％近辺でスタートした国内長期金利は、月初に発表された3月の米サプライマネジメント協会（ＩＳ
Ｍ）製造業景況感指数や米雇用統計の上振れ、原油価格の高騰等から米金利が上昇する中、追随して上昇しました。そ
の後、3月の米消費者物価指数（ＣＰＩ）の上振れや、植田日銀総裁のインタビュー記事での発言から追加利上げ観測
が高まり、国内長期金利は一段と上昇しました。月末の日銀の金融政策決定会合では金融政策の現状維持が決定した
他、その後の植田日銀総裁の会見は政策修正に慎重な姿勢との見方が広まったことから、国内長期金利は低下しまし
た。その結果、国内長期金利は前月末比で約0.15％上昇し、0.88％近辺で月末を迎えました。
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ファンドの状況

今後の見通しと運用方針

2024 年 4 月 末 現 在

　当月は、米景気指標の相次ぐ上振れを背景とした米金利の上昇や円安進行を受けて、国内金利にも上昇圧力が高まる
と見込み、一貫してデュレーションは短期化で調整しました。下旬には、イスラエルとイランの対立激化など地政学リ
スクの高まりを受けて、一時的にデュレーションの短期化幅を縮小する場面はありましたが、その後は日銀の金融政策
決定会合を控えて再度デュレーションの短期化幅を拡大して調整しました。金融政策決定会合の内容は市場予想通りと
なった一方、その後の植田総裁の会見が市場想定以上に政策修正に慎重な内容と受け止められ、月末にかけては金利低
下圧力が強まりましたが、公表された「経済・物価情勢の展望（展望リポート）」等から金融緩和は縮小に向かうと判
断し、そのままデュレーションの短期化幅を拡大した状態で月末を迎えました。

　国内長期金利は、日銀が今後の物価目標達成に自信を深めつつあることに加え、米国でインフレ懸念がくすぶること
や円安進行等を背景に上昇を想定します。
　デュレーションは、短期化から中立を基本に、内外金利や為替動向、需給環境に応じて長期化、短期化を機動的に調
整します。
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ポートフォリオ情報 組入上位10ヵ国

基準価額の推移 騰落率

海外債券（ニッセイ／パトナム・海外債券マザーファンド）

30

100

170

240

310

380

2000/1/14 2006/2/9 2012/3/7 2018/4/3 2024/4/29
（設定時）

ベンチマーク
基準価額

※

平均最終利回り 4.03%

平均デュレーション 5.71年

平均格付 ＡＡ
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

オーストラリア 2.2%

ベルギー 2.0%

カナダ 1.7%

オランダ 2.4%

ドイツ 3.8%

イギリス 6.2%

スペイン 4.7%

フランス 8.3%

イタリア 7.1%

アメリカ 49.0%

比率国・地域

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※上記のグラフは設定時を100として、指数化したものです。
※ファンド騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
※ベンチマークはＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）としています。ＦＴＳＥ世界国債インデックスは、ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣ
により運営されている債券インデックスです。同指数はＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣの知的財産であり、指数に関するすべての権利はＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ
Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣが有しています。

※対純資産総額比

※原則として格付は、ムーディーズ、Ｓ＆Ｐ、フィッチレーティングスのうち上位
の格付を採用しております。
また平均格付とは、マザーファンドが組み入れている債券にかかる格付を加重平
均したものであり、当ファンドにかかる格付ではありません。

2024 年 4 月 末 現 在

設定来 259.9% 257.6%

3年 19.0% 19.0%

1年 16.4% 16.3%

6ヵ月 10.2% 10.2%
3ヵ月 4.6% 4.5%

1ヵ月 1.9% 1.8%

ファンド ベンチマーク
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当月の市況動向

ファンドの状況

今後の見通しと運用方針

2024 年 4 月 末 現 在

　当月の米長期金利は前月から上昇しました。上旬は3月の米雇用統計で非農業部門雇用者数が市場予想を上振れたこ
となどから金利は上昇基調で推移しました。中旬にかけては3月の米ＣＰＩや米生産者物価指数（ＰＰＩ）がインフレ
の粘着性を示したことを受け、ＦＲＢの一部のメンバーが金融引き締めの長期化を示唆したことなどによる利下げ観測
の後退を通じて、金利がさらに上昇しました。中東情勢の悪化で金利が低下する場面もありましたが、一時的な影響に
とどまりました。後半は3月の米個人消費支出物価指数（ＰＣＥデフレーター）のコア指数が市場予想を上回ったこと
で金利が一段と上昇する場面がありましたが、概ね横ばい圏で推移しました。米長期金利は月末時点で4.68％となりま
した。
　当月の欧州（独）長期金利は前月から上昇しました。上旬は米金利が上昇基調で推移する中、欧州金利も振れを伴い
ながら上昇基調で推移しました。中旬に開催された欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会は市場予想通りの内容で、近い将来
の利下げを示唆しつつも、データに基づいて金融政策を決定する姿勢を強調しました。中東情勢の悪化で金利が低下す
る場面もありましたが、米金利に追随して金利上昇する傾向が続きました。下旬にかけてはＳ＆Ｐグローバルが公表す
る当月のユーロ圏ＨＣＯＢ総合購買担当者景気指数（ＰＭＩ）においてサービス業の景況感の改善が確認されたことか
ら、金利は一段と上昇しました。月末にかけて公表された当月の欧州各国のＣＰＩは国によってまちまちな結果とな
り、金利は上下しましたが水準は大きく変化しませんでした。欧州（独）長期金利は月末時点で2.58％となりました。

　当月の運用については、金利変動リスクの大きさを示すデュレーションは、ベンチマーク対比でやや短めに調整しま
した。国・地域別配分は、ベンチマーク対比でアメリカ、イギリス等を多め、ドイツ等を少なめとしました。ベンチ
マーク対比の通貨配分は、前月末との比較ではノルウェークローネ等を引き上げ、米ドル等を引き下げました。

　米国経済については、2024年1－3月期の実質国内総生産（ＧＤＰ）成長率（速報値）は、年率換算で前期比＋
1.6％と、7四半期連続のプラス成長となりました。堅調な労働市場などが下支えとなり、景気は全体として持ち直しの
動きが続く見通しです。金融政策については、当月30日～5月1日に開催された米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）に
おいて政策金利の据え置きを決定しました。パウエルＦＲＢ議長は年内の利下げの可能性について、今後のデータ次第
との姿勢をあらためて示しており、引き続き今後の動向を注視していきます。
　欧州経済については、ユーロ圏の2024年1－3月期の実質ＧＤＰ成長率（速報値）は、前期比＋0.3％と3四半期ぶ
りにプラス成長になりました。金融政策については、ＥＣＢは当月の理事会において、5会合連続で政策金利の据え置
きを決定しており、引き続き動向を注視していきます。
　今後の運用については、金利変動リスクの大きさを示すデュレーションは、ベンチマーク対比で現在はやや短めに調
整していますが、市場動向に応じて調整します。国・地域別配分は、ベンチマーク対比で現在はアメリカ、イギリス等
を多め、ドイツ等を少なめとしていますが、状況を見極めつつ調整します。通貨配分は、現在はベンチマーク対比で米
ドル等を多め、カナダドル等を少なめの組み入れとしていますが、機動的に調整します。
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フ ァ ン ド の 特 色
①マザーファンドへの投資を通じて、国内株式・国内債券・海外株式・海外債券に分散投資を行い、信託財産の中長期的
な成長をめざします。

②投資資金の目的や投資可能期間などによって3つのファンドからご選択いただけます。
③国内株式マザーファンドおよび国内債券マザーファンドの運用をニッセイアセットマネジメントが、海外株式マザー
ファンドおよび海外債券マザーファンドの運用をザ・パトナム・アドバイザリー・カンパニー・エルエルシーが行い
ます。

④無手数料でスイッチング※が可能です。
※スイッチングとは、保有しているファンドの換金と同時に乗換えるファンドを購入する取引です。なお、換金するファ
ンドの解約金の差益に対しては税金がかかります。

投 資 リ ス ク

●ファンド（マザーファンドを含みます）は、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります）
に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本を割込むことがあります。

●ファンドは、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果（損益）はすべて投資者の
皆様のものとなりますので、ファンドのリスクを十分にご認識ください。

主な変動要因

基準価額の変動要因
※ご購入に際しては、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を十分にお読みください。

株式投資リスク 株式は国内および国際的な景気、経済、社会情勢の変化等の影響を受け、また業績悪化
（倒産に至る場合も含む）等により、価格が下落することがあります。

債券投資
リスク

金利変動
リスク

金利は、景気や経済の状況等の影響を受け変動し、それにともない債券価格も変動しま
す。一般に金利が上昇した場合には、債券の価格が下落します。

信用リスク
債券の発行体が財政難・経営不振、資金繰り悪化等に陥り、債券の利息や償還金をあら
かじめ定められた条件で支払うことができなくなる場合（債務不履行）、またはそれが
予想される場合、債券の価格が下落することがあります。

短期金融資産の
運用に関するリスク

コマーシャル・ペーパー、コール・ローン等の短期金融資産で運用する場合、発行者の
経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により損失を被ることが
あります。

為替変動リスク 原則として対円での為替ヘッジを行わないため、外貨建資産については、為替変動の影
響を直接的に受けます。一般に円高局面ではファンドの資産価値が減少します。

流動性リスク 市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される時期または価格
で取引が行えず、損失を被る可能性があります。

12 / 15

●分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額
相当分、基準価額は下がります。
●分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場
合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水
準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。
●受益者のファンドの購入価額によっては、支払われる分配金の一部または全部が実質的に元本の一部払戻しに相当す
る場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様で
す。

分配金に関する留意事項
そ の 他 の 留 意 点

基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。！

●ファンドは、多量の換金の申込みが発生し換金代金を短期間で手当てする必要が生じた場合や組入資産の主たる取引
市場において市場環境が急変した場合等には、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で
取引ができないリスク、取引量が限定されるリスク等が顕在します。
これらにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性、換金の申込みの受付けを中止する、また既に受付けた換
金の申込みの受付けを取消しする可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性などがあります。
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本資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。

手 続 ・ 手 数 料 等
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お申込みメモ

ご購入に際しては、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を十分にお読みください。！

購入時
購入単位 各販売会社が定める単位とします。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換金時
換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換金代金 換金申込受付日から起算して、原則として5営業日目からお支払いします。

申込に
ついて 申込締切時間 原則として毎営業日の午後3時までに販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。

決算・
分配

決算日 12月20日（該当日が休業日の場合は翌営業日）

収益分配 年1回の毎決算日に、収益分配方針に基づき収益分配を行います。

その他

信託期間 無期限（設定日：2000年１月14日）

繰上償還 委託会社はあらかじめ受益者に書面により通知する等の手続きを経て、ファンドを繰上償還さ
せることがあります。

課税関係
課税上は株式投資信託として取扱われます。
配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）の
対象となりますが、当ファンドは、ＮＩＳＡの対象ではありません。

※基準価額は便宜上1万口当りに換算した価額で表示されます。
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本資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。

ファンドの費用

委託会社【ファンドの運用の指図を行います】 ファンドに関するお問合せ先

ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者登録番号 関東財務局長（金商）第369号
加入協会：一般社団法人投資信託協会 一般社団法人日本投資顧問業協会

ニッセイアセットマネジメント株式会社
コールセンター 0120-762-506

9:00～17:00（土日祝日・年末年始を除く）
ホームページ https://www.nam.co.jp/

受託会社【ファンドの財産の保管および管理を行います】

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

税金

投資者が直接的に負担する費用

購入時 購入時手数料

・購入申込受付日の翌営業日の基準価額に2.2％（税抜2.0%）を上限として販売会社が独
自に定める率をかけた額とします。
・スイッチングの場合、購入時手数料は無料です。
※料率は変更となる場合があります。また、販売会社によっては、スイッチングの取扱いを
行わない場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。

換金時 信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

毎 日

運用管理費用
（信 託 報 酬）

ファンドの純資産総額に信託報酬率※をかけた額とし、ファンドからご負担いただきます。
※信託報酬率
（年率）

監 査 費 用 ファンドの純資産総額に年率0.011％（税抜0.01％）をかけた額を上限とし、ファンドからご
負担いただきます。

随 時 その他の費用・
手数料

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用および借入金の利息等はファンドからご負
担いただきます。これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を記
載することはできません。
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当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異なるため、事前に記載することはできません。！
詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。！

債券重視型 標準型 株式重視型

1.21％（ 税抜1.1％） 1.43％（ 税抜1.3％） 1.65％（ 税抜1.5％）

分配時の普通分配金、換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対して、所得税および地方税がかかります。詳しくは、投資
信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
・外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が投資信託説明書（交付目論見書）の記載と異なる場合があります。
・法人の場合は上記とは異なります。
・税金の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。
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※販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によっては、新規のお申込みを停止している場合もあります。
   詳しくは、販売会社または委託会社の照会先までお問合せください。

取 扱 販 売 会 社 名

金
融
商
品
取
引
業
者

登
録
金
融
機
関

取 扱 販 売 会 社 名

金
融
商
品
取
引
業
者

登
録
金
融
機
関

auカブコム証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第61号 〇 〇 〇 〇 株式会社熊本銀行 〇 九州財務局長(登金)第6号 〇

ＳＭＢＣ日興証券株式会社(※1) 〇 関東財務局長(金商)第2251号 〇 〇 〇 〇 株式会社三十三銀行(※1) 〇 東海財務局長(登金)第16号 〇

株式会社ＳＢＩ証券 〇 関東財務局長(金商)第44号 〇 〇 〇 株式会社千葉銀行 〇 関東財務局長(登金)第39号 〇 〇

岡三証券株式会社(※2) 〇 関東財務局長(金商)第53号 〇 〇 〇 〇 株式会社東邦銀行 〇 東北財務局長(登金)第7号 〇

とうほう証券株式会社 〇 東北財務局長(金商)第36号 〇 株式会社富山第一銀行(※1) 〇 北陸財務局長(登金)第7号 〇

松井証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第164号 〇 〇 株式会社名古屋銀行(※1) 〇 東海財務局長(登金)第19号 〇

楽天証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第195号 〇 〇 〇 〇 株式会社西日本シティ銀行(※1) 〇 福岡財務支局長(登金)第6号 〇 〇

ワイエム証券株式会社 〇 中国財務局長(金商)第8号 〇 株式会社百十四銀行(※1) 〇 四国財務局長(登金)第5号 〇 〇

株式会社愛知銀行 〇 東海財務局長(登金)第12号 〇 株式会社三菱ＵＦＪ銀行(※1) 〇 関東財務局長(登金)第5号 〇 〇 〇

株式会社宮崎太陽銀行 〇 九州財務局長(登金)第10号 〇

株式会社山口銀行(※1) 〇 中国財務局長(登金)第6号 〇 〇

九州労働金庫 〇 福岡財務支局長(登金)第39号

株式会社北九州銀行(※1) 〇 福岡財務支局長(登金)第117号 〇 〇 東北労働金庫 〇 東北財務局長(登金)第68号

(※1)現在、新規申込の取り扱いを行っておりません。

(※2)一般社団法人日本暗号資産取引業協会にも加入しております。

　本資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。

〇

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金

融商品取引業者 株式会社ＳＢＩ

証券）

〇 関東財務局長(登金)第10号 〇

登 録 番 号

日
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人
日
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会
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人
金
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物
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引
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会
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社
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人
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二
種
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商
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協
会

登 録 番 号

日
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会

一
般
社
団
法
人
日
本
投
資
顧
問
業
協
会
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会
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団
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引
業
協
会
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ご 留 意 い た だ き た い 事 項

取 扱 販 売 会 社 一 覧

①投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、運用成果（損益）はすべて投資者の皆様のものとなります。
投資元本および利回りが保証された商品ではありません。
②当資料はニッセイアセットマネジメントが作成したものです。ご購入に際しては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論
見書）、契約締結前交付書面等（目論見書補完書面を含む）の内容を十分にお読みになり、ご自身でご判断ください。
③投資信託は、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機関で購入された場合、投資者保
護基金による支払いの対象にはなりません。
④投資信託のお取引に関しては、クーリング・オフ（金融商品取引法第37条の6の規定）の適用はありません。
⑤当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。また、資金動向、市況動向等によっては方針
通りの運用ができない場合があります。
⑥当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。
⑦当資料のグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手
数料等を考慮しておりませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。
⑧当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属し
ます。
⑨当資料の内容は原則作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。


